
(2020(令和2)年3月31日現在）

(単位：円)
科　　　　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　　　　目 金　　　　額

1,584,573,519 474,901,354

93,629,440 64,260,520
242,898,446 1,521,960
393,960,689 60,066,532

499,496 67,409,871
3,459,387 23,754,600

60,331,995 68,628,864
8,618,380 2,029,007

779,581,096 185,000,000
1,594,590 2,230,000

165,627,005 184,428,935

( 13,557,141 ) 628,360
1 178,510,575

195,658 5,290,000
11,370,395
1,991,087 659,330,289

( 5,825,626 )
5,564,626

261,000 1,090,870,235

( 146,244,238 ) 10,000,000
410,000 1,080,870,235

145,692,638 2,500,000
141,600 1,078,370,235

500,000,000
578,370,235

1,090,870,235

1,750,200,524 1,750,200,524

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権 株 主 資 本

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 金
出 資 金 利 益 剰 余 金
繰 延 税 金 資 産 利 益 準 備 金
敷 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

無 形 固 定 資 産 ( 純 資 産 の 部 )

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務
建 物 退 職 給 付 引 当 金
機 械 装 置 役 員 退 職 慰 労 引 当 金
工 具 器 具 備 品
リ ー ス 資 産 負 債 合 計

短 期 貸 付 金 賞 与 引 当 金
仮 払 金 役 員 賞 与 引 当 金

材 料 未 払 法 人 税 等
仕 掛 品 未 払 費 用
前 払 費 用 預 り 金

受 取 手 形 リ ー ス 債 務
売 掛 金 未 払 金
商 製 品 未 払 連 結 法 人 税

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

貸   借   対   照   表

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債



 

個 別 注 記 表 

自 2019(平成 31)年 4月 1日 

至 2020(令和 2)年 3月 31日 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) たな卸資産の評価基準および評価方法 

製品、材料、仕掛品は個別法による原価法によっています。（原価法は、収益性の低下によ

る簿価切下げの方法によっています。） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

②無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっています。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。 

③役員賞与引当金 

役員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務に基づき計上しています。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しています。 

(4) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。 

(5) 連結納税制度の適用 

株式会社島津製作所を親会社とする連結納税制度を適用しています。 

 

 

 

 

 

 

 



 

自 2019(平成 31)年 4月 1日 

至 2020(令和 2)年 3月 31日 

(6) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和 2年法律第 8号)において創設された 

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直 

しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果 

会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第 39号 2020年 3月 31日)第 3項の取扱いに 

より、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 28号 2018年 

2月 16日)第 44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正 

前の税法の規定に基づいています。 

 

２．当期純利益金額 216,848,465 円 

 

 


